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は じ め に
日本では1994年選挙制度改革により現行の小選挙区比例代表並立制が
導入され, 21年が経過した。この制度のもとで衆議院議員総選挙はすで
に 7 回実施されている。小選挙区比例代表並立制の利害得失や問題点が
指摘されつつある。
(１)
それとともに, 新たな制度改革の議論もなされようと
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(１) たとえば日本選挙学会年報『選挙研究』No. 20 (木鐸社, 2005年) に
はじめに
1 選挙の意義と選挙制度
① 小選挙区制
② 比例代表制
③ 混合制
2 選挙制度の選挙活動への効果
① 政策本位の選挙
② 投票率
③ 政党活動
3 選挙結果の安定性
① 選挙制度の安定性
② 投票選択のコスト
③ 統治制度としての選挙制度
4 望ましい選挙制度とはなにか
している。日本と同様な小選挙区比例代表並立制を採用していたロシア議
会下院は, 2007年に比例代表制に変更している。日本の改革の 1 年前の
1993年にイタリアは選挙制度改革を実施し, 従前の比例代表制にかえて
小選挙区制を中心にした制度を導入した。
(２)
しかし, 2005年には再度選挙
制度改革が行われ, 比例代表制に復帰している。
(３)
望ましい選挙制度を求め
て改革努力がなされているのである。
そもそも民主政治の根幹である選挙制度としてはどのような制度が望ま
しいのであろうか。なお, 選挙制度とは選挙に関わる諸ルールのセットで
あるが, ここでは狭い意味での選挙制度として民意の表明である投票を議
席に変換するしくみと考える。その意味での望ましい選挙制度を検討する
にあたっては, まず選挙の意義や目的との関係を明確にする必要がある。
選挙の意義や目的を実現するしくみこそ望ましいからである。次に, 選挙
制度が選挙活動に与える影響や効果を検討する必要がある。望ましい選挙
制度は, 当然, 望ましい選挙活動をもたらさなければならない。さらに,
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おいて「特集「政治改革」から10年―日本の選挙はどう変わったか」が論
じられている。また, 財団法人明るい選挙推進協会編集・発行『Voters』
No. 11 (2012年12月 4 日)においても「特集 選挙制度を考える」におい
て日本の選挙制度が議論されている。なお, 本稿提出後に衆議院が解散さ
れ, 2014年12月14日に第47回衆議院総選挙が実施された｡ 本稿ではこの選
挙のデータや分析は扱っていない｡
(２) 議席の75％を小選挙区制で選び, 残り25％を比例代表制で選ぶ制度。
ただし, 日本の小選挙区比例代表制と異なるのは, 比例代表の議席配分に
おいて, 小選挙区当選者の票数を差し引く控除制度をとっているところで
ある。1993年イタリア選挙制度改革については, 梅津實・森脇俊雅・坪郷
實・後房雄・山田真裕『比較・選挙政治』(ミネルヴァ書房, 1998年),
pp. 159161における後房雄の記述を参照。
(３) イタリアの新しい制度の大きな特徴は, 比例代表選挙のもとで過半数
を獲得できなかった第一党にはプレミアムが与えられ, 過半数議席を確保
することができることである。
選挙によって政権が形成され, そして統治が開始される。それが円滑かつ
安定的に進むためには選挙制度を選挙民が理解して投票し, 選挙結果を受
け入れなければならない。このことも望ましい選挙制度を検討するうえで
不可欠といえよう。本稿では, こうした論点について先行研究の成果をふ
まえて検討する。
1 選挙の意義と選挙制度
そもそもなんのために選挙をするのか。選挙の意義はなんなのか。これ
については, すでに拙稿「日本の選挙制度について」において私見を述べ
ており, そこでは 3 つの意義をあげている。
(４)
すなわち, 政権担当者の選
出, 政治への民意の反映そして業績評価の機会である。政権担当者の選出
とは政治運営をゆだねる政治家や政党の選出である。人類の歴史において
暴力や武力の支配が長く続いた。しかし, 物理的力による政権獲得や権力
保持は民主主義の観点からは認められない。人民の参加による政権の平和
的形成が民主政治には不可欠だからである。人民の参加のもっとも代表的
手段が選挙にほかならない。選挙によって政権担当者を選ぶことである。
いまや選挙による政権形成は民主政治の基本条件となっている。
政権担当者の選出とともに, 民意の反映も選挙の重要な目的である。選
挙は民意を政治に反映する絶好の機会となる。選挙戦において各政党・候
補者は街頭に出て政策や信念を主張するとともに, 支持を求める。また,
さまざまな会合や場所において選挙民と接し, 自らの立場を訴えるととも
に選挙民の声に耳を傾ける。また, マスコミは重要争点について政党や候
補者の見解を報道するとともに世論調査などを通じて選挙民の声を伝える。
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(４) 拙稿「日本の選挙制度について｣,『法と政治』65巻 1号 (2014年 5月),
1549ページ。
選挙戦を勝ち抜くためにも政党や候補者は選挙民の声に耳を傾ける。この
ようにして選挙の争点や対立軸が明確になる。そして最終的に民意は投票
で示される。
選挙は業績評価の機会でもある。ことに現職政治家が再選をめざす場合,
その在任中の業績が問われる。選挙民の期待にこたえたかどうか, 重大な
ミスや失敗がなかったかどうかが問われる。もし選挙民の期待にこたえな
かったと判断されたならば, あるいは重大なミスや失敗があったとみなさ
れたならば, 選挙民は落選させることができる。投票しないことにより,
不信任を表明することができる。また, 再選をはたしたとしても, 前回よ
りも大幅に得票を減らした場合, 批判が強かったと解されよう。最近は評
価が普及し, 政府・自治体等でも行政評価や事業評価が盛んに行われる。
だが, 究極の評価は選挙である。選挙民が厳しい判断をし, 投票しないこ
とは最終的な政治的評価にほかならない。
(５)
では, このような選挙の目的や意義を実現していくうえでどのような選
挙制度がふさわしいのか。どのような選挙制度が適しているのか。選挙制
度は多種多様であり, 厳密にいえば, 国ごとに異なり, まったく同一の制
度は存在しないといっても過言ではない。とはいえ, 制度的特質から 3つ
に類型化することができる。小選挙区制, 比例代表制および混合制である。
ピッパ・ノリスは2004年の著書において世界191か国の選挙制度を調査し,
小選挙区制を採用しているのが91か国 (48％), 比例代表制を採用してい
るのが64か国(34％), 混合制を採用しているのが29か国 (15％), そして
直接選挙を行っていないのが 7 か国 ( 4 ％) と報告している。
(６)
小選挙区
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(５) 民主主義の「質」という側面から選挙公約や業績の意義を取り上げた
研究として, 小林良彰他著『代議制民主主義の比較研究』(慶應義塾大学
出版会, 2014年)がある。
(６) Pippa Norris, Electoral Engineering (Cambridge University Press, 2004),
制, つづいて比例代表制の多いことがわかる。次にこれらの選挙制度の類
型の特徴を検討する。
① 小選挙区制
小選挙区制とは 1 つの選挙区から 1 人を選ぶ選挙制度である。 2 人以
上を選ぶのは大選挙区制ある。これは選ぶ人数による区別であり, 選挙区
の大小には関係がない。どんなに広い面積の選挙区でも 1 人を選ぶのは,
小選挙区である。 2 人以上選ぶと大選挙区と述べたが, かつて日本で施
行されていた 1 つの選挙区から 35 人を選ぶ中選挙区はこの区分でいえ
ば大選挙区となる。通例, 大選挙区からはもっと多数を選ぶのが一般的で
あるので, それと区別する意味で中選挙区といわれたが, 理論上は大選挙
区である。なお, 欧米では, 小選挙区制とはいわず, その選挙区で多数を
獲得した候補者が勝利するという意味の多数代表制 (majority system) が
よく使用される。
(７)
また, 選挙区で 1 位の候補者が当選するという意味で
FPP (First-Past-the Post) 制と呼ばれることもある。
(８)
小選挙区選挙では当選者は 1 人なので, 候補者のなかでもっとも多く
の票を獲得したものが当選する。そのためには選挙民の多数を獲得しなけ
ればならない。そして各地の小選挙区で勝利し, 過半数議席を得て政権を
獲得するには, 全国規模で強力な組織と支持基盤がなければならない。つ
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p. 41
(７) なお, 絶対多数決制と区別して plurality system が使用されることも
ある。選挙制度の分類については, Laurence Leduc, Richard G. Niemi and
Pippa Norris (eds.), Comparing Democracies (Sage, 1996), pp. 4981 を参照。
(８) Rein Taagepera and Matthew Shugart, Seats and Votes (Yale University
Press, 1989), p. 21 における説明を参照。なお, FPP (first-past-the post)
は競馬からのアナロジーといわれる。Robert A. Dahl, On Democracy (Yale
University Press, 1998), p. 131.
まり, 大政党が強みを発揮する。この制度のもとでは中小政党は頑張って
もなかなか議席を得ることができない。次第に消滅する, あるいは吸収さ
れていくことになる。その結果, 政党の数が淘汰され, 2 大政党制になっ
ていく。
なお, 小選挙区制のもとでも多党制になることがある。地域政党の台頭
の場合がそうである。カナダは小選挙区制を採用し, 二大政党の伝統があ
るものの, 東部ケベック州においてはケベック独立を唱えるケベック連合
が強い支持基盤を有し, 連邦議会において一定の議席を確保している。ま
た, フランスは小選挙区制を採用しているものの, 多党制である。フラン
ス国民議会選挙は 1 回目の投票では過半数得票者を当選者としており,
1 回目の投票で過半数得票者が出なかった場合, 1 週間後, 決選投票が
実施される。この制度のもとでは, 1 回目の投票では選挙民はそれぞれ
支持する政党の候補者に投票する。過半数獲得者がおらず, 支持政党の候
補者が決選投票に残らなかったとき, 2 回目目の投票にさいしては, よ
り近い政党の候補者に投票する。各政党はそのために政党連合を組む。 2
回目の投票のときには 2つの政党グループによる争いの様相となる。
(９)
小選挙区制の特徴は勝利した政党が得票率以上に多い議席を獲得するこ
とである。これを「バルーン効果｣, 風船効果という。風船のように議席
がふくらむからである。なぜならば, 中小政党はがんばってもほとんど議
席には結びつかない。得票率が議席にむすびつかないのである。これに対
して, 全国的大政党はそれぞれの選挙区で第 1 位になれば議席が獲得で
きる, 全国的には得票率を大きく上回る議席を獲得することができる。
このことから, 小選挙区制では多数党がうまれやすい。得票率以上に議
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(９) フランスの二回投票制については, ジョヴァンニ・サルトーリ著, 岡
沢憲芙監訳『比較政治学』(早稲田大学出版部, 2000年), 1113ページ参
照。
席を獲得する政党が出ることから, 議席の過半数を占める政党, つまり政
権党が出現しやすい。議院内閣制においては, 選挙で多数を獲得した政党
が政権を担当する。小選挙区制においてそれが実現しやすいことになる。
したがって, 議会での多数議席のうえに政権が成立し, 安定的に政治運営
を進めることができることになる。先に, 選挙の意義は政権担当者を選ぶ
こととしたが, 小選挙区制はその目的によく適した制度といえる。それは
小選挙区制の大きな特徴である。
しかし, その一方で選挙において投じられた票のかなりの割合が議席に
結び付かない。ことに中小政党に投じられた票は議席獲得には生かすこと
ができない｡「死票」が多いといわれるゆえんである。選挙の意義の 2 番
目に民意の反映をあげたが, 小選挙区制では投票としての民意のかなりの
割合が議席につながらない, つまり反映されないことになる。それは選挙
民の選挙への関心や意欲を減退させることにもなる。中小政党の支持者は
選挙に行っても支持政党が議席を獲得することが困難と分かっている場合,
投票への意欲をなくすであろう。民意の反映という選挙の意義の観点から
は, 小選挙区制には問題がでてくる。
上述の小選挙区制の選挙の特徴は, 一貫して小選挙区制を採用する代表
的な国であるイギリス下院総選挙結果によく表れている。表 1 は第二次
大戦後のイギリス下院総選挙における各政党の得票率と議席率である。イ
ギリス下院総選挙は戦後18回行われているが, 得票率が過半数を超えた
政党は出ていない。その一方で, 議席率が過半数に達する政党が出なかっ
たのは 2 回, 1974年 2 月と2010年の総選挙にすぎない。つまり, 得票率
が過半数に達しなくてもほとんどの選挙で過半数の議席を獲得する政党が
出ている。政権担当政党をつくるという選挙の目的が果たされているとい
える。第一党の「バルーン効果」がこれを実現させていることは明らかで
ある。たとえば,第二次大戦の間政権を担ったチャーチルの保守党を1945
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年 7月選挙で労働党は劇的に破って勝利したが, 得票率48.1％であるのに
議席率は61.7％にも達した。サッチャー政権が発足した1979年 5 月総選挙
において, 保守党は43.9％の得票率で53.4％の議席を獲得している。
その反面, 第三政党の自由民主党は得票率に比較して低い議席率であ
る。
(10)
2010年総選挙でも23.0％の得票率でわずか8.8％の議席率にとどまっ
ている。小選挙区制下では中小政党の得票が議席に結び付いていないこと
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表１ 第二次大戦後のイギリス議会総選挙結果
出所 各種統計より筆者作成
選挙年・投票率 保守党 労働党 自由党 その他
得票率 議席率 得票率 議席率 得票率 議席率 得票率 議席率
1945年 72.6 40.1 33.6 48.1 61.7 9.0 1.9 2.8 3.4
1950年 83.6 43.5 47.7 46.2 50.4 9.1 1.4 1.2 0.5
1951年 81.9 48.0 51.4 48.8 47.2 2.6 0.96 0.6 0.48
1955年 76.8 49.7 54.8 46.3 44.0 2.7 1.0 1.3 0.3
1959年 78.7 49.3 57.9 43.8 41.0 5.9 1.0 1.0 0.0
1964年 77.1 43.4 48.1 44.1 50.3 11.1 1.4 1.3 －
1966年 75.8 41.8 40.2 47.7 57.6 8.5 1.9 2.0 0.2
1970年 72.0 46.0 52.4 42.7 45.6 7.5 1.0 3.6 1.0
1974年 78.8 37.8 46.6 37.2 47.6 19.3 2.2 5.7 3.8
1974年 72.8 35.7 43.5 39.3 50.2 18.3 2.1 6.7 4.2
1979年 76.0 43.9 53.4 36.9 42.2 13.8 1.7 5.4 2.7
自由社民連合
1983年 72.7 42.4 61.1 27.6 32.2 25.4 3.5 4.6 3.2
1987年 75.3 42.2 57.7 30.8 35.2 22.6 3.4 4.5 3.7
自由民主党
1992年 77.7 41.9 51.6 34.4 41.6 17.8 3.1 5.9 3.7
1997年 71.3 30.7 25.0 43.2 63.4 16.8 7.0 9.3 4.6
2001年 59.4 31.7 25.2 40.7 65.2 18.3 7.9 9.3 4.4
2005年 61.4 32.4 30.7 35.2 55.0 22.0 9.6 10.4 4.7
2010年 65.1 36.1 47.2 29.0 39.8 23.0 8.8 11.9 4.2
がわかる。さらに問題であるのは, 得票率で下回っているのに, 議席率で
上回る逆転現象が生じていることである。1951年選挙において, 保守党
は得票率48.0％と労働党の48.8％を0.8％下回っているが, 議席数では過半
数を超える321議席 (51.4％) を獲得して政権を獲得している。1974年 2
月選挙では, 今度は労働党が得票率37.2％と保守党の37.8％を0.6％下回っ
たが, 議席率では47.4％と保守党の46.6％を0.8％上回っている。つまり,
民意としての投票が議席に反映されていないのである。
イギリスの選挙では, 過半数議席を獲得する多数党が出現する, そして
二大政党が交互に政権を担当するという小選挙区制選挙の特徴がよく出て
いるものの, 選挙民の意思を反映しているのか疑問もある。自由民主党や
中小政党は小選挙区制に不満をもち, 選挙制度改革を主張してきた。得票
率にみあった議席が獲得できる比例代表制の導入を主張してきた。けれど
も, 政権を担当してきた保守党と労働党はともに小選挙区制という選挙制
度に支えられてきたことから, 選挙制度の変更には消極的である。
(11)
② 比例代表制
比例代表制は得票率に比例して議席を配分する制度であるが, 現在, 採
用されているのは政党が候補者名簿を用意し, 選挙民はそれに投票する方
式がほとんどである。
(12)
候補者名簿には順位のつく拘束名簿式と順位のない
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(10) 1979年労働党右派が離党して社会民主党を結成し, 自由党と連合を組
んで選挙を戦った。その後, 1987年に合同し, 自由民主党となった。イギ
リスの自由民主党については, 梅川正美・阪野智一・力久昌幸編著『現代
イギリス政治 新版』(成文堂, 2014年), 165183ページを参照。
(11) イギリスにおける比例代表制導入論議については, Michael Dummett,
Principles of Electoral Reform (Oxford University Press, 1997), pp. 15 を参
照。
(12) 名簿式以外には, 単記移譲式投票制 (single transferable vote system)
非拘束名簿式の 2 種類がある。前者の拘束名簿式は政党が候補者に順位
をつけ, 選挙により政党に配分された議席数まで上位から当選とする制度
である。非拘束名簿式は候補者に順位がついておらず, 選挙民は名簿のな
かの候補者に投票する。候補者への投票は政党への投票としてカウントさ
れ, 集計される。そして各政党の得票数が集計され, 各党への配分議席が
きまり, 候補者の獲得票数順に配分議席数まで当選者を決めていく。なお,
比例代表制の議席配分方式には, 最大剰余法やドント式などがあり, 前者
はドイツで, 後者は日本で採用されている。
比例代表制では得票率に比例して議席数が決められるので, 民意として
の投票が議席数にほぼ正確に反映される。鏡のように反映されることから,
「ミラー効果」といわれる。そのため, 中小政党にも議席獲得の機会があ
る。民意が多様なばあい, 比例代表の選挙では票が多くの政党に分散する。
多くの政党が議席をもち, 小党乱立になる。その結果, 多数党が出にくく
なり, 連立政権をつくらざるをえない。連立政権は意見が対立し, 短命な
ことが多いことから, 政治が不安定になりやすいとされる。
よく取り上げられる例は第一次大戦後のドイツである。第一次大戦の敗
戦により, 帝政が崩壊し, いわゆる「ワイマール共和国」と呼ばれる民主
的憲法下で共和政が実現した。
(13)
ところが, 選挙制度として純粋な比例代表
制を採用していたことから, 30あまりの政党が乱立し, 議席をわかちあっ
た。
(14)
そのため, 多数党が出現せず, 連立政権が続いた。第一次大戦後の経
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があるが, 採用している国はアイスランド, マルタ, オーストラリア上院
である。
(13) ワイマール共和国の選挙制度については, 前掲『比較・選挙政治』,
106107ページにおける坪郷の記述を参照。
(14) ワイマール共和国時代のナチスの議会総選挙における得票率は下記の
通りである。
1924年 5 月 4 日総選挙 6.5％, 1924年12月 7 日総選挙 3.0％, 1928年 5 月
済的社会的混乱のなか政党間の対立抗争が激しく, 短命政権がつづいた。
国民の間からは強力な指導者のもとでの政権を求める声がたかまり, ナチ
スが台頭していったのである。第二次大戦後, 西ドイツはその反省から,
比例代表制のもとでの政党の乱立を防ぐために,「阻止条項」を設けた。
これは得票率 5％以上もしくは 3 小選挙区以上で議席を獲得した政党に
のみ議席を配分するという制度で, これにより極右や極左の小政党は議席
を獲得できず, 政治的影響力をもつことができなかった。
(15)
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表 2 第二次大戦後の西ドイツ連邦議会総選挙結果
出所 各種統計より筆者作成
備考：CDU/CSU キリスト教民主・社会同盟, SPD 社会民主党, FDP 自由民主党
Green 緑の党
選挙年 投票率 CDU / CSU SPD FDP その他
得票率・議席率 得票率・議席率 得票率・議席率 得票率・議席率
1949年 78.5 31.0 34.6 29.2 32.6 11.9 12.9 24.6 19,9
1953年 86.0 45.2 49.9 28.8 31.0 9.5 9.9 13.3 9.2
1957年 87.8 50.2 54.3 31.8 34.0 7.7 8.2 4.4 3.4
1961年 87.7 45.4 48.5 36.2 38.1 12.8 13.4 0.8 0
1965年 86.8 47.6 49.4 39.3 40.7 9.5 9.9 2.0 0
1969年 86.7 46.1 48.8 42.7 45.2 5.8 6.0 4.3 0
1972年 91.1 44.9 45.4 45.8 46.4 8.4 8.3 0.9 0
1976年 90.7 48.6 49.0 42.6 43.1 7.9 7.9 0.6 0
Green
1980年 88.6 44.5 45.5 42.9 43.9 10.6 10.7 1.5 0
1983年 89.1 48.8 49.0 38.2 38.8 7.9 6.8 5.6 5.4
1987年 84.3 44.3 44.9 37.0 37.4 9.1 9.3 8.3 8.5
20日総選挙 2.6％, 1930年 9 月14日総選挙 18.3％, 1932年 7 月31日総選
挙 37.3％, 1932年11月 6 日総選挙 33.1％, 1933年 3 月 5 日総選挙 43.9
％｡ 大恐慌以降に急速に勢力を伸張していることがわかる。石田勇治編著
『図説 ドイツの歴史』(河出書房新社, 2007年), 5469ページ参照。
一貫して比例代表制を採用するドイツの選挙結果をみてみよう。表 2は
第二次大戦後の西ドイツの連邦議会総選挙結果, 表 3 は1990年ドイツ再
統一後の連邦議会総選挙結果である。なお, これらの表における得票率は
政党名簿への投票の割合である。比例代表制の選挙は多党制をもたらし,
多数党が出にくいことから連立政権になり, 政治が不安定になりやすいと
述べたが, 表 2 と表 3 からはそうはなっていないことがわかる。たとえ
ば2013年総選挙には25の政党が名乗りをあげたが, 議席を獲得したのは
キリスト教民主・社会同盟, 社会民主党, 左翼党, 90年連合/緑の党だけ
である。キリスト教民主・社会同盟と連立を組んでいた自由民主党は得票
率が 5％に達せず, 議席を獲得できなかった。
ドイツ, ことに西ドイツの選挙政治をみていくと,「阻止条項」が議席
の多党化を防いでいることがわかる。西ドイツ時代の政権は, 緑の党が台
頭する1970年代まではキリスト教民主・社会同盟, 社会民主党, 自由民
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表３ 再統一後のドイツ連邦議会総選挙結果
備考 PDS 民主社会主義党, Left 左翼党
得票 得票率, 議席 議席率
出所 各種統計より筆者作成
選挙年 投票率 CDU/CSU SPD FDP Green PDS
得票 議席 得票 議席 得票 議席 得票 議席 得票 議席
1990年 77.8 43.8 48.2 33.5 36.1 11.0 11.9 5.0 1.2 2.4 2.6
1994年 79.0 41.5 43.8 36.4 37.5 6.9 7.0 7.3 7.3 4.4 4.5
1998年 82.2 35.1 36.6 40.9 44.5 6.2 6.4 6.7 7.0 5.1 5.4
2002年 79.1 38.5 41.1 38.5 41.6 7.4 7.8 8.6 9.1 4.0 0.3
2005年 77.7 35.2 36.8 34.2 36.2 9.8 9.9 8.1 8.3 8.7 8.8
Left
2009年 70.8 33.8 38.5 23.0 23.5 14.6 15.0 10.7 10.9 11.9 12.2
2013年 71.5 41.5 49.4 25.7 30.5 4.8 0 8.4 10.0 8.6 10.2
(15) 前掲『比較・選挙政治』, 101104ページを参照。
主党の 3 党の間でそれぞれ連立の組み合わせで政権が形成されていたの
である。連立政権は不安定とも述べたが, 西ドイツ時代の1949年から1990
年までの41年間にアデナウアー, エアハルト, キージンガー, ブラント,
シュミット, コールの 6 人の首相で政権を担当している。とくに, アデ
ナウアー政権の14年間, コール政権の16年間は, きわだって長期政権に
なっている。連立政権が不安定であるとか, 短命であるという見方はあて
はまらないのである。ドイツ再統一後の選挙においては, 旧東ドイツの支
配政党, 社会主義統一党の後身, 民主社会主義党 (PDS) が東ドイツ地域
の支持を集めて議席を獲得し, 議席を有する政党数が増加したが, 安定し
て連立政権による政治は継続している。
しかし, 阻止条項と連立政権は選挙の意義や目的の観点からは別の問題
も提起する。2013年連邦議会総選挙においては, メルケル首相率いるキ
リスト教民主・社会同盟への支持は固く, 得票率は前回の2009年総選挙
のときの33.8％ら 8％近くも増加して41.5％にも達したが, 過半数議席に
は及ばず, 連立政権が摸索された。前回2009年総選挙のあとでは, キリ
スト教民主・社会同盟と自由民主党の間で連立が組まれた。だが, 2013
年総選挙では自由民主党の得票率が 5％に至らず, 議席が配分されなかっ
た。そのため, 次に政策の近い, 社会民主党と組むことになった。これは
皮肉な結果といえる。というのは, 自由民主党は小政党なので, 政権の主
導権はキリスト教民主・社会同盟が握ることができた。そして 4 年間の
実績を評価され, キリスト教民主・社会同盟は支持を拡大したのである。
ところが, 自由民主党は前回の得票率14.8％から大幅に減らし 5％を割っ
てしまった。そのため, 社会民主党との大連立になった。社会民主党はキ
リスト教民主・社会同盟の肩をならべる大政党であり, 議席数も多い。政
権の方針にもその主張をより取り入れなければならない。メルケル首相と
しては選挙で躍進したものの, かえってやりにくくなったのではないか。
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このことは比例代表制の選挙の特質を表しているといえる。選挙の意義
として,「民意の反映」をあげたが, 確かに, 比例代表選挙において, 選
挙結果, すなわち議席配分には「ミラー効果」があり, 民意が反映される。
しかし, 多数党が成立しにくいことから, 連立を組まなければならない。
政策の異なる政党が連立を組むとなると, 政策の調整が必要になる。連立
政権交渉において妥協や譲歩をしなければならない。場合によっては, 選
挙のときに訴えた政策を変更しなければならない。それはその政党に投票
した選挙民を裏切ることになってしまう。しかし, 議院内閣制においては,
多数党が成立し, 内閣を作りあげなければならない。単独が困難ならば,
連立を組むことが必要になる。
このように, 比例代表制は多数党が出にくいという問題があり, その結
果, 民意の反映が阻害されるという事態も起こりうる。ドイツでは総選挙
後連立交渉が開始され, それぞれのマニフェストをもちより, 調整がなさ
れる。その過程で当初のマニフェストの変更や修正が生ずるのである。た
だし, 交渉結果は公表され, どこで譲り, どこで妥協したかが選挙民に知
らさる。
(16)
さらに, 先に述べた選挙の意義との関連では, 比例代表制には特有の問
題がある。それは選挙民による政治家の業績評価ができないという問題で
ある。ことに拘束名簿式では, 各政党の候補者名簿には順位がつけられて
いる。その順位は政党が作成する。政党は人物評価や政党活動への貢献な
どを考慮して順位を決めるが, この順位は決定的に重要となる。すなわち,
名簿の上位に掲載されるならばほぼ当選は確実であり, これに対して名簿
の下位であると当選は難しい。結局, 拘束名簿式では候補者の当落を決め
るのは選挙民ではなく政党であることになる。選挙民には比例代表選挙に
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(16) 前掲『比較・選挙政治』, 136139ページを参照。
おいては個々の政治家の業績評価の機会がないということになる。
小選挙区制の場合, 候補者について各選挙区で選挙民が当落の決定権限
をもつ。そして現職については当然その業績なり活動ぶりを判断して投票
できる。現職候補が再選されたならば, その業績が評価されたということ
になり, そうではなく, 落選したならば, 現職としての活動が評価されな
かったことになる。つまり, 選挙の意義としての業績評価については小選
挙区制では可能であるが, 拘束名簿式比例代表制では難しい。
比例代表制であっても非拘束名簿式の場合, 業績評価は可能になる。非
拘束名簿式では候補者に順位はつけない。選挙民は政党名でも名簿上の候
補者名でも投票することができる。候補者名を記載するとその所属政党に
投票したとみなされる。各政党の得票率に応じて議席数が配分される。各
党においては, それぞれの候補者が獲得した票数順に配分議席数までの当
選が決まる。つまり多くの票を得た候補者は当選するが, 少ない候補者は
落選する。選挙民の各候補者への評価が表れることになる。日本の参議院
の比例代表がこの制度を採用している。
なお, ドイツの場合「人を選ぶことのできる比例代表制」といわれる制
度を採用していて個々の候補者の業績評価ができるようになっている。ド
イツ連邦議会総選挙では選挙民は 2 票をもち, 1 票は州規模の政党名簿
に投票する。政党名簿には順位がつけられ, 政党への投票が全国集計され
て各党の議席数が決まる。つづいて当選者を決める。ドイツでは定数の半
分の小選挙区も設置されていて選挙民はいま 1 票を各選挙区の候補者に
投じる。それぞれの選挙区で比較多数を得た候補者の当選が決まる。各党
が獲得した議席数のうち小選挙区で勝利した候補者の議席が確定し, 残り
の議席については州単位の比例代表名簿の順位の高い方から当選者を決め
ていく。
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③ 混合制
選挙制度の基本類型は小選挙区制と比例代表制であるが, この二つを取
り入れた選挙制度を混合制という。先に述べたように, 小選挙区制と比例
代表制はそれぞれ特徴をもち, 長所と短所がある。そこでいずれか一方を
全面的に採用するのではなく, 議席の一定割合をそれぞれの制度にするし
くみである。日本や韓国の小選挙区比例代表並立制は混合制の選挙制度と
いえる。混合制には小選挙区制と比例代表制のそれぞれの制度的特徴がみ
られるが, 議席配分の割合によりその現れ方は異なる。小選挙区制の割合
が高い場合, 小選挙区制の特徴がよく現れるのである。
小選挙区比例代表並立制はロシア議会下院でも2007年改革の前まで採
用されていた。そこでは定数の半数を小選挙区と比例代表制で選出する制
度であった。韓国の現行選挙制度では, 総定数300のうち小選挙区から82
％の246議席を, 比例代表から18％の54議席を選んでいる。小選挙区の比
重が高くなっている。日本では, 1994年選挙制度改革でこの方式が導入
されたとき, 衆議院の議席数は500とし, うち小選挙区から300, 比例代
表から200を選ぶことにした。すなわち, 60％が小選挙区, 40％が比例代
表となった。小選挙区制に比重をおいた並立制であった。なお, その後,
定数削減が行われ, 現在では小選挙区295 (62.1％), 比例代表180
(37.9％) となっている。小選挙区制の比重が高まっている。
日本の小選挙区比例代表並立制のもとでの選挙は小選挙区制と比例代表
制のそれぞれの特徴がよく現れている。表 4 は1994年選挙制度改革以降
の小選挙区比例代表並立制下の日本の衆議院総選挙結果である。なお, こ
の表では得票率の大きい 5 政党のみ記している。1994年選挙制度改革で
は政権交代可能な選挙制度をめざし, 小選挙区制が導入された。並立制の
もとで総議席の60％を小選挙区から選ぶしくみとなった。その効果は導
入から 5 回目の2009年総選挙で現れた。自民党に代わって民主党が衆議
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院で過半数を獲得したのである。次の2012年総選挙では自民党が民主党
を破って政権を奪回している。その原動力となったのは, 小選挙区選挙で
ある。2009年選挙において, 民主党は小選挙区で47.4％の得票率で過半数
を大きく上回る73.7％の議席率を得ている。2012年には逆転する。自民党
は小選挙区で43.0％の得票率で過半数を大きく上回る79.0％の議席を獲得
したのである。
これに対して, 比例代表選挙においては,「ミラー効果」を反映して各
党はほぼ得票率にみあった議席を獲得している。そのため, 小政党も議席
を得ており, 1996年選挙では 7政党が比例代表選挙で議席を獲得し, 2012
年選挙では 9 政党が比例代表の議席を獲得している。つまり, 日本の小
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表４ 小選挙区比例代表並立制下の日本の衆議院総選挙結果
備考 自民 自由民主党, 新進 新進党, 民主 民主党, 共産 共産党, 社民
社民党 公明 公明党, 維新 日本維新の会, みんな みんなの党
(小) 小選挙区, (比) 比例代表
出所 各種統計より筆者作成
選挙年 投票率 自民 新進 民主 共産 社民
得票 議席 得票 議席 得票 議席 得票 議席 得票 議席
1996年 59.6 (小) 38.6 56.3 28.0 32.0 10.6 5.7 12.6 0.7 2.2 9.3
(比) 32.8 35.0 28.0 45.1 16.1 17.5 13.1 12.0 6.4 5.5
公明
2000年 62.5 (小) 41.0 65.3 2.3 2.3 27.6 26.8 12.1 0.0 3.8 1.3
(比) 28.3 17.2 13.0 13.3 25.2 26.1 11.2 11.1 9.4 8.3
2003年 59.8 (小) 43.9 56.0 1.5 3.0 36.7 39.3 8.1 0.0 2.9 0.3
(比) 35.0 38.3 14.8 13.9 37.4 26.3 7.7 5.0 5.1 7.7
2005年 67.5 (小) 47.8 73.0 1.4 2.7 36.4 18.0 7.3 0.0 1.5 0.3
(比) 38.2 23.0 13.3 12.8 31.0 33.9 7.3 5.0 5.5 3.3
2009年 69.3 (小) 38.7 21.3 1.1 0.0 47.4 73.7 4.2 0.0 2.0 1.0
(比) 26.7 30.6 11.5 11.7 42.4 48.3 7.0 5.0 4.3 2.2
維新 みんな
2012年 69.3 (小) 43.0 79.0 1.5 3.0 22.8 9.0 11.6 4.7 4.7 1.3
(比) 27.6 31.7 11.8 12.2 16.0 16.7 20.4 22.2 8.7 7.8
選挙比例代表並立制では 7 － 9 政党という多党制になっているのである。
しかし, 先述した小選挙区制の選挙効果もあって政権を競うのは2大政党
になっている。 2 大政党のもとでの多くの小政党が存続しているのであ
る。小選挙区比例代表並立制の特徴があらわれている。
(17)
ところで, 日本は1994年選挙制度改革により現行の小選挙区比例代表
並立制を導入したが, それ以前は長く中選挙区制を採用していた。これは
どのような選挙制度の類型になるのか。日本の中選挙区制は 1 つの選挙
区から 3 － 5 議席を選ぶ, 選挙民は 1 票を投じてきた。 1つの選挙区か
ら複数の議席を選ぶので, これは大選挙区制である。大選挙区制は比例代
表制とセットで採用されるのが通例だが, 日本の中選挙区制では得票数の
多い順に上位から定数分に当選者を決める仕組みである。
実は日本の中選挙区制は選挙制度の理論からはどの類型にも入らない日
本に独特の選挙制度とされてきた。イギリスでは19世紀末に現在のよう
な小選挙区制が普及したが, それまでは各選挙区から 2 名を選んでいた。
そして 2 名を選ぶので, 選挙民は候補者 2 名に投票する, つまり 2 名の
名前を書いたのである。
(18)
1 人の名前を書くのは単記制, 2 人以上を書く
のは連記制である。小選挙区制を導入する前のイギリスでは, 大選挙区連
記制が採用されていたのである。
(19)
日本の中選挙区制は 2 人以上を選ぶ大
選挙区制であるけれども, 1 人しか投票できないので大選挙区制限連記
制と名称されたが, きわめて例外的制度と位置づけられた。
(20)
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(17) ただし, 2012年総選挙で民主党は大敗し, 議席を激減させた｡ その結
果, ｢１強多弱｣ 状況が発生した｡
(18) 19世紀イギリスにおける選挙制度改革については, 中村英勝『新版イ
ギリス議会史』(有斐閣, 1959年), 102119ページを参照。
(19) 前掲,『現代イギリス政治 新版』, 102103ページを参照。
(20) 加藤秀治郎『日本の選挙』(中央公論新社, 2003年), 38 ページに
おける指摘を参照。
日本の中選挙区制に関心をもち, 実際の選挙結果を調べたところ, 各党の
得票率に応じてほぼ議席が獲得されていることから, 結果として比例代表
制に近いとし, 準比例代表制と呼んでいる。
(21)
確かに, 中選挙区制下の選挙では小政党も議席獲得の機会があった。定
数 5 議席の選挙区の場合, 各党が候補者をたてる。選挙民は 1 人しか選
べないので, 自己の支持政党の候補者に投票する。大政党の候補者が大量
に得票すると, 当選ラインが低下する。つまり小政党にも議席獲得の機会
が出てくる｡「M＋1」の法則が成立するといわれる。ここで, Mは議席
定数であり, 中選挙区制下で最大 5 議席であることから, 5＋1＝6 の 6
つの政党が登場するというのである。
(22)
2 選挙制度の選挙活動への効果
これまで, 選挙の意義と選挙制度の関係を述べた。次に, それぞれの選
挙制度はじっさいの選挙にどのような効果をもたらしているのかを考えて
みることにする。選挙制度は統治制度の一部なので, それぞれの選挙制度
の意義や理念も大切だが, じっさいの選挙にどのような影響をもたらすの
かも重要である。また, 安定した政治や民主的政治, ことに政治参加の実
現がみられるのか。ここでは, とくに選挙活動, 投票率, そして政党制へ
の影響を取り上げる。
① 選挙活動
選挙制度は選挙活動にどのような影響を与えるのか。選挙活動といって
も多様であるので, 望ましい選挙活動としてよくあげられる政策本位の選
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(21) サルトーリ, 前掲書, 2527ページ。
(22) Steven Reed, “Structure and Behavior: Extending Duverger’s Law to the
Japanese Case,” British Journal of Political Science 20 (1990), pp. 335356.
挙, カネのかからない選挙はどの選挙制度のもとで実現できるのか, ある
いはより実現可能なのかを考えてみる。
日本では1994年選挙制度改革のおりに中選挙区制にかえてどのような
制度を導入するのかについて, かんかんがくがくの議論がなされた。改革
のねらいは政権交代が実現できる選挙制度であること, そして政党本位・
政策本位のカネのかからない選挙が実現する制度ということなどであった。
そしてその議論においては, 政権交代が可能となる選挙制度としては小選
挙区制がふさわしいとされた。政党本位・政策本位ということからは名簿
式比例代表制の方が望ましいと論じられた。
(23)
小選挙区制においては, すでに述べたように, 第 1 党が「バルーン効
果」により得票率以上の議席を獲得できるので, 得票率の少しの変動が大
きな議席変動につながる。劇的な政権交代が実現する。日本では2009年
衆議院総選挙での民主党の圧勝, 2012年の総選挙における自由民主党の
大勝がその例といえる。小選挙区制では各政党からの候補者は 1 人にし
ぼられる。したがって政党が主体となる選挙になる。イギリスの選挙がそ
うである。イギリスの小選挙区選挙は各選挙区での候補者要因よりも党の
マニフェストや首相候補としての党首イメージが重要とされる。つまり政
党や政策が全面に出る選挙となる。
(24)
日本の場合はどうか。日本の小選挙区選挙は中選挙区の時代よりも政党
の選挙活動が重要になってきているものの, 依然として候補者要因も重要
である。候補者は後援会を組織し, 自前の集票活動に力を入れている。政
党の地方組織は弱体で, あまり頼りにならない。候補者としては自前の組
織に依存せざるをえない。
(25)
もちろん, 党からの資金援助や党幹部の応援は
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(23) 田中宗孝『政治改革 6年の道程』(ぎょうせい, 1997年), 143173ペー
ジを参照。
(24) 前掲『比較・選挙政治』, 2730ページにおける梅津實の記述を参照。
大事である。ことに激戦の選挙区では必要で, 政党の方も重点選挙区や激
戦区には力を入れる。とはいえ, 全ての選挙区にそうするわけではなく,
重点選挙区・激戦区にかぎられる。ふだんから自前の集票組織, すなわち
後援会を整備することが重要になる。その後援会の組織化や活動にはカネ
がかかる。カネのかからない選挙にはなっていないのである。日本の小選
挙区選挙は政党本位・政策中心とはまだいえないのではないか。
(26)
政党本位・政策本位の選挙ということでは, 比例代表制が優れているの
ではないか。政党が用意した政党名簿に選挙民は投票するので, 政党のマ
ニフェストやイデオロギーなどを参考にして投票すると考えられよう。す
なわち政党中心になるはずである。比例代表制を採用するドイツは政党中
心の選挙で知られる。とくに首相候補としての党首イメージとマニフェス
トが選挙戦で大きな要素になる。
(27)
日本も比例代表制を採用しているので, そこでは政党中心の選挙になる
はずである。日本の衆議院の比例代表選挙は政党中心の選挙といえるのか。
確かに, 政党名簿が作成され, 選挙民は投票日には政党名簿に投票する。
しかし, その名簿の中味は, 実は多くの政党で重複立候補がみられる。つ
まり, 小選挙区の候補者の名前が比例代表の名簿に掲載されている。しか
も, 同一順位である。本来, 名簿には順位がつけられ, 政党としての優先
順位が示されるはずである。ところが, 日本の比例代表選挙における政党
の候補者名簿にはほとんど同一順位の候補者がならんでいて事実上, 順位
はないのと同じである。これには政党の側の事情がある。順位をつけると
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(25) 佐々木毅・清水真人編著『ゼミナール現代日本政治』(日本経済新聞
社, 2011年), 289297ぺージ。
(26) 石川真澄『この国の政治』(労働旬報社, 1997年) 118122ページにお
ける指摘を参照。
(27) 前掲『比較・選挙政治』, 125127ページ。
上位の候補者は当選が確実になる。下位だと当選は難しい。そこで順位を
めぐって熾烈な争いが起こる。政党として基準を設けたり, 調整努力はす
るが, なかなか決められないことになる。とくに党幹部の指導力が乏しい
ところでは不満を抑えることがむずかしい。そこで, 同一順位にして, 小
選挙区選挙での惜敗率で決めることになっている。惜敗率とは, 落選した
候補者の得票数を当選した候補者の得票数で割った数値である。これが高
いほど接戦であったことになる。小選挙区選挙でよく頑張ったものの惜し
くも落選した候補者が比例代表の名簿で救済されるしくみである。つまり,
日本では比例代表選挙の名簿が小選挙区候補者の救済に使われているので
ある。
(28)
日本はともかく, 小選挙区制を採用するイギリス, 比例代表制を採用す
るドイツいずれも政党中心の選挙になっている。要するに, 政党中心の選
挙は選挙制度の類型によって決まるものではない。カネのかかる選挙も同
様である。選挙制度の類型とは直接関係はないといえる。小選挙区制でも
比例代表制でもカネのかかる選挙は起こりうる。要はカネの使い方の問題
であって, 選挙制度とは直接にはむすびつかないのである。
② 投票率
次に, 選挙制度の類型と投票率の関係はどうか。小選挙区制のイギリス,
比例代表制のドイツともに投票率は日本などより高い。とくに, 西ドイツ
時代には軒並み80％台の投票率が続いていた。きわめて高いといえる。
ドイツ再統一後, 2000年代の後半になって70％台となっている。イギリ
スは1990年代まではずっと70％台であったが, 2000年代は70％を割り込
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(28) なお, 重複立候補制については, 加藤秀治郎, 前掲書, 106109ぺー
ジにおいてドイツの事例が紹介されている。
み, 日本の投票率に近くなっている。日本はどうなのか。先にも述べたよ
うに, 1994年選挙制度改革の前は衆議院の選挙制度は中選挙区制であっ
た。中選挙区制最後の選挙は1993年 7 月に行われ, このときの投票率は
67.26％であった。選挙制度改革後の小選挙区比例代表並立制の最初の選
挙は1996年10月に実施され, このときの投票率は59.65％と60％台を割り
込み過去最低を記録した。一挙に 8％近く下がったのである。以降, 投
票率は低迷している。
選挙制度改革前の投票率は70％台の前半から60％台の後半を維持して
いた。ところが改革後は70％台になることはなく, 2 回にわたり60％台
を割り込み大きな問題となっている。明らかに, 小選挙区比例代表並立制
になって投票率は低下している。しかし, イギリスやドイツの例をみると,
近年の投票率の低下は日本だけではないようにも思われる。
そもそも有権者が投票に行くかどうかを決める要因はなんなのか。投票
コスト, 有権者の政治的関心や期待度, そして政治的有効性感覚があげら
れる。投票コストとは投票選択をするために情報を集めたり, 投票所に行
くコストにほかならない。メディアで候補者情報や選挙の争点を知る努力
もこれに入る。日本では, 投票日は日曜日であるが, 日曜日にも仕事のあ
る人は少なくない。わざわざ仕事を休んだり, 中断して投票に行くことに
なる。投票所が遠くにある場合, 高齢者や病気の人には行きにくい。また,
わかりにくい選挙制度や複雑な投票方法は投票意欲を減退させる要因とな
る。要するにコストがかかるのである。
ウィリアム・ライカーとピーター・オードシュクは投票の計算, すなわ
ちコストと便益を衡量して有権者は投票するとして次のような数式を提起
した。
(29)
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(29) William H.Riker and Peter Ordshook, An Introduction to Positive Political
R＝PB－C＋D
Bは期待効用, Pは確率, Cは投票のコスト, Dは長期的参加価値であ
る。ここで Dは, 選挙制度を維持することの価値である。ライカーとオー
ドシュクは, 投票することによって得られる期待効用よりはコストが上回
ると投票に行かなくなる。それでも投票に行くのは, 選挙制度自体を維持
することに効用 Dがあるからである。つまり, 選挙制度への信頼が投票
率の維持を支えているとする。
政治への関心や期待度も重要な要因である。政権交代が実現するかどう
か, また国を二分する争点をめぐり激しく競われる選挙には関心が高まる。
自分の生活に大きく関係することで選挙が競われている場合, やはり関心
は高まる。2014年 9 月に実施されたスコットランド独立の是非をめぐる
住民投票の投票率は84.6％にも達した。さらに, 自分の 1票が有効と感じ
ている人はやはり選挙に行くであろう。大接戦の選挙の場合, 自分の票で
決まるかもしれない。そうなると関心も生まれ, 選挙に行くであろう。反
対に, ある候補者や政党の優位が決定的で, 勝利する可能性が高いと考え
る場合, 自分の票はあまり影響がないと思うと選挙に行く気持ちは低下す
る。これらの要因が複雑に絡み合って, 投票態度が決まるといえる。
日本において, 選挙制度改革以後, 投票率が低下している背景には, 政
治への信頼や期待度の低下があるのではないか。自分が投票しても, だれ
が当選しても政治はかわらない, よくならないと思うようになれば, 投票
には行かなくなる。背景には政治不信や政治的有効性感覚の低下があると
思われる。1994年以降2014年までの20年間に13の内閣が登場した。平均
在任期間は1.5年である。つまり 1 年半で交代していることになる。きわ
めて短命である。この間政党の離合集散が相次いだ。政党支持率も低下し,
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Theory (Prentice-Hall, 1973), pp. 6269.
支持なし層が増加した。国民の政治への不信や不満は高まっていった。
また, 中選挙区制の選挙では 3 － 5 の定数なので, 多くの候補者が激
しく競い合う。同一政党内での競争も激しい。
(30)
いろいろな候補者が立候補
して選択肢が広がる。要するに, 選挙戦が面白いのである。小選挙区制で
は 1 人しか当選しないことから, 候補者の数も少なくなる。当然, 選択
肢は少なくなる。しかも, 選挙のたびに同じ顔ぶれの競争が続くことも多
い。当選を重ね地盤が固まると, 無風選挙になりやすい。ますます選挙が
面白くなくなっていく。投票に行くインセンティブが低下せざるをえない。
先ほど述べた政治不信や政治への失望が背景としてあるうえに, 選挙自体
が面白くない, よい候補者がいない, 結果がわかっているとなれば, 選挙
への関心は低下し, 棄権は増加していく。
③ 政党制
三番目に選挙制度の類型と政党の関係について述べる。これまで, 選挙
制度の類型と選挙活動・投票率の関係について述べた。そして小選挙区制
と比例代表制のちがいが政党本位の選挙・カネのかからない選挙とは直接
には関係しない, また投票率にも関係しないと述べた。政党制について言
えば, 選挙制度は関係があるとされてきている。小選挙区制は二大政党制
になりやすいし, 比例代表制は多党制をつくりだしやすい。これは「デュ
ヴェルジェの法則」として政治学ではよく知られている。提唱者のモーリ
ス・デュヴェルジェは世界各国の選挙制度と政党制を調査し, この法則を
提唱している。
(31)
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(30) 三宅一郎『投票行動』(東京大学出版会, 1989年), 2425ページにお
いて中選挙区制における党内競争が論じられている。
(31) モーリス・デュヴェルジェ著・岡野加穂留訳『政党社会学』(潮出版
社, 1970年), 227228ページ。
小選挙区制を採用する代表的な国のイギリスでは長く二大政党制が続い
てきているし, アメリカ合衆国議会も小選挙区制で, やはり二大政党制で
ある。
(32)
比例代表制のドイツは明らかに多党制である。ただ, 戦後西ドイツ
では多党制による政治の混乱を防止するために,「阻止条項」を設け, 5
％の得票率と 3 小選挙区での勝利に達しない政党には議席を配分してい
ない。その結果, 議席を有する政党数は 4－ 5にとどまっていた。
小選挙区比例代表並立制の日本はどうか。小選挙区選挙では議席を獲得
する政党は限られている。表 5 から2012年までの 6 回の選挙において小
選挙区で議席を獲得するのは圧倒的に自民党と民主党の 2 党であった。
その一方で, 比例代表ではたくさんの政党が議席をえている。日本でも
「阻止条項」はあるものの, 2 ％の得票率とドイツよりゆるやかなので,
議席配分を受ける政党も多くなっている。
政党活動や党のリーダーシップはどうであろうか。選挙制度と関係があ
るのであろうか。政党は政権獲得をめざして理念や政策を掲げ, 候補者を
擁立し, 選挙運動を行い, 多数議席の獲得をめざす。小選挙区のイギリス,
比例代表のドイツともに各政党はマニフェストを作成し, 候補者を選考し,
そして活発な選挙運動を行っている。イギリスとドイツはマニフェストの
先進国として知られている。
(33)
両国ともマニフェストを掲げて, 党首が先頭
にたって選挙戦が戦われる。次の首相を選ぶ選挙ともいえるので首相候補
のイメージや指導力が問われる。小選挙区比例代表制の日本でも2003年
ごろよりマニフェストが提唱され, 選挙ごとに政党はマニフェストを用意
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(32) イギリスは議席数では二大政党化しているが, 得票率では多党化して
いるのに対し, アメリカでは議席数と得票率ともに二大政党化している。
スコットランド民族党 (SNP) の台頭などもあり, イギリスを二大政党制
といえるのかについては, 論議があろう。
(33) 前掲『比較・選挙政治』, 2830ページおよび125127ページ。
し, それを掲げて選挙活動をするようになった。
このように選挙制度は政党活動やリーダーシップと関係するが, 小選挙
区制や比例代表制という特定の選挙制度が政党活動やリーダーシップを決
定づけるとはいえない。指導者のパーソナリティや党組織の特徴がおおき
く影響するのであり, 選挙制度は中立的ではなかろうか。
4 選挙結果の安定性
多大な資源とエネルギーを費やして選挙は実施されるが, 選挙結果を選
挙民が受け入れそして政権が円滑かつ安定的に発足しなければならない。
選挙制度はどのようにこれに関係しているのであろうか。選挙結果を正当
なものとして選挙民が受け入れるためには, 選挙民が選挙制度を理解し,
選挙に参加しなければならない。選挙制度が不合理なものであったり, 投
票選択が困難な場合, 選挙民は選挙制度を信頼しなくなるであろう。
① 選挙制度のコスト
選挙制度のコストとは選挙制度を維持するコストである。ことに, 小選
挙区制においてはそれを維持するためには定期的区割りが不可欠である。
これを怠ると選挙区ごとに人口の格差が生じ, 一票の不平等が問題となる。
それは選挙結果の正当性への不信を招く。小選挙区制は全国に議員定数分
だけ選挙区を作らなければならない。選挙区の人口は平等でなければなら
ない。平等でないと, 議員を選出する一票の価値に差があることになる。
近代民主主義国家においては「法の下の平等」が原則である。選挙区間格
差はそれに反することになる。人口変動に対応して定期的区割りが求めら
れる。
小選挙区制を採用するイギリスでは, 中立的第三者機関による区割り案
が策定され, 議会はそれを尊重して実施している。
(34)
アメリカでは合衆国議
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会の選挙区については各州が策定権限を有しており, 10年ごとの国勢調
査に基づき州ごとに区割りが行われる。
(35)
日本では1994年政治改革による
小選挙区制導入にともない衆議院選挙区画定審議会が設置され, 10年ご
との国勢調査に基づき区割り案が策定され, 衆議院議長に提出される。
(36)
こ
れはイギリスの制度を模範としている。
区割りは, しかし, 政治家や政党の支持基盤や選挙活動に重大な影響を
及ぼすことから, 簡単には進まない。アメリカではことに激しい政治的紛
争になっている。策定権限が州議会にあることから, 党派的駆け引きや対
立になる。いわゆるゲリマンダーが発生する。
(37)
ゲリマンダーは党利党略的
な選挙区づくりを表す言葉として使用されている。アメリカでは区割りの
たびにゲリマンダーが発生し, 政治的紛争になっている。合衆国議会だけ
でなく, 州議会, 郡議会, 市町村議会も区割りにさいしてゲリマンダーが
頻繁に起こっている。ゲリマンダーはアメリカ政治全体に大きな影響を与
えているのである。
(38)
イギリスや日本では中立的第三者機関が区割りを行うので, 露骨な党利
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(34) イギリスの区割り制度については, 拙稿「イギリスの議員定数再配分・
選挙区画再編成｣,『法と政治』44巻 3・4 号(1993年12月), 140ページ。
(35) アメリカの区割り制度については, 拙稿「アメリカの議員定数再配分・
選挙区画再編成｣,『法と政治』45巻 2 号(1994年 6 月), 158ページ。
(36) 日本の区割り制度については, 拙著『小選挙区性と区割り―制度と実
態の国際比較―』(芦書房, 1998年), 230248ページを参照。
(37) アメリカのゲリマンダーの現状については, 拙稿「ゲリマンダリング
について｣,『法と政治』45巻 4 号(1994年12月), 144ページを参照。
(38) アメリカのゲリマンダーの発生と展開については, リチャード・ニィ
ミ著・森脇俊雅訳「アメリカ合衆国議員定数再配分・選挙区画再編成小史｣,
『法と政治』42巻 4 号(1991年12月), 115126ページを参照。アメリカ政
治にゲリマンダーが及ぼした影響については, Erik J. Engstrom, Partisan
Gerrymandering and the Construction of American Democracy (University of
Michigan Press, 2013) が詳しい。
党略的選挙区づくり, すなわちゲリマンダーは起こりにくいが, 区割り自
体が政治的に敏感な問題であることはかわらない。第三者機関が策定した
区割り案をめぐっては政治家・政党ともしばしば不満をもつ。そしてその
実施には妨害も起こる。実際, イギリスでも日本でもなかなか円滑には実
施されないのが実状である。
(39)
② 投票選択のコスト
さきに投票コストについては投票率のところで取り上げたが, 投票所に
行くコストは小選挙制と比例代表とで異なるところはないものの, 投票選
択にさいしてはちがいがある。さまざまな情報を入手・考量して選挙民は
投票する。その場合, 小選挙区制においては二大政党の選挙になることが
多いことから二つの政党の政策や当該選挙区候補者についての情報により
投票することになる。比例代表制においては, 選択の幅が拡大する。多く
の政党の政策を入手しなければならない。さらに, 名簿式では政党名簿に
登載された多数の候補者の情報にも目を通さなければならない。必要とす
る情報や検討に要する時間は比例代表制の方が多いのである。したがって
投票選択のコストは比例代表制の方が高い。
投票選択のコストについては, 混合制では小選挙区制選挙と比例代表制
選挙の両方があることから当然コストは高くなる。また, 先に述べた選挙
制度維持のコスト, すなわち定期的区割りの必要は混合制においても必要
であり, 混合制はコストの高い選挙制度といえる。
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(39) 拙稿「2000年代の議員定数再配分と選挙区画再編成｣,『法と政治』58
巻 2 号(2007年 7 月), 132ページを参照。
③ 統治制度としての選挙制度
本稿において, 投票を議席に変換するしくみとしての選挙制度の特徴を
述べてきたが, どのような選挙制度を採用するのかは国家形成や政府樹立
の状況と関連している。激しい内戦や分断のあと成立する政府においては,
選挙制度は最も敏感な制度選択となる。
(40)
そこでは勝者の議席が風船のよう
にふくらむ小選挙区制は対立を激化させるおそれがある。さまざまな勢力
の参加が不可欠であり, 比例代表制を選択することが適切となる。
多民族・多人種国家においてもそれぞれの民族・人種が議会に代表され
ていない場合, 政治の不安定をまねきやすい。やはりそこでは比例代表制
が好ましいことになる。とはいえ, 民族や人種の関係が成熟し, 社会が安
定化していくならば, 比例代表制を維持しなければならない理由はなくな
る。小選挙区制による多数党支配も可能となる。
統治制度は議院内閣制と大統領制の 2 類型があり, 議院内閣制はイギ
リスで発展した統治制度であり, 世界各地で導入されている。19世紀イ
ギリスのジャーナリストで思想家としても活躍したウォルター・バジョッ
トは, 議院内閣制における議会の最も重要な役割は首相を選び, 内閣を組
織させることであるとする。そのためには議会多数党がなければならない。
そして議会多数党を作り出すのには選挙制度は多数代表制でなければなら
ないと主張している。
(41)
同時代に活躍したジョン・スチュアート・ミルは比
例代表制の提唱者として知られるが, バジョットはミルらが説く比例代表
制は議院内閣制とは相いれないとしている。
(42)
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(40) 佐藤令「平和構築における選挙制度のあり方｣,『レファレンス』2007
年 3 月号, 8998ページの指摘を参照。
(41) ウォルター・バジョット著・小松春雄訳『イギリス憲政論』(中央公
論新社, 2011年), 184194ページ。
(42) ミルの比例代表制については, ジョン・スチュアート・ミル著・水田
洋訳『代議制統治論』(岩波書店, 1997年), 171221ぺージを参照。
バジョットが活躍した当時のイギリスにおいて, 選挙制度は小選挙区制
ではなかった。 1 つの選挙区の定数は 2 であり, 選挙民は 2 人を投票す
る制度であった。そして比較多数の上位 2 名が当選する。制度的には大
選挙区連記制である。この制度において選挙民は投票にさいして 2 人と
も自己の支持する政党の候補者を選ぶので, 1 人を選ぶ小選挙区制と同
様に多数党が出やすく, そして大政党が有利になる。保守党と自由党の二
大政党が交互に政権を担当していたのである。
(43)
しかし, 先述したように, 比例代表制においても, ドイツがそうである
ように, 2 大政党を中心とした安定した政治運営が可能である。比例代
表制は多党制を招きやすい制度であるが, 阻止条項という強力なハードル
が設けることにより, 議席の分散を防ぎ, 大政党中心の議会とすることが
できる。
議院内閣制と対比される統治制度である大統領制の代表的パターンがア
メリカ大統領制である。アメリカ型大統領制はフィリピンや中南米などで
広く採用されている。アメリカでは大統領と議会がそれぞれ選挙によって
選ばれる。議会選挙は小選挙区制である。
(44)
小選挙区制が採用されているの
は, かつての宗主国イギリスの影響が大きい。
(45)
かならずしも安定した多数
党を議会に作り出さなければならないという要請に基づくものではない。
アメリカ大統領制においては, 権力分立の原則から, 議会には立法権が
あり, 大統領には行政権がある。両者が厳しく対立すると, 政治は停滞し
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(43) なお, 周知のように, 選挙制度改革により選挙権が拡大し, 労働者が
選挙に参加するようになり, 労働者階級を支持基盤とする労働党が急速に
台頭し, その一方で自由党は衰退していった。中村英勝, 前掲書, 132
137ページ。
(44) なお, アメリカ型大統領制を採用する中南米諸国のほとんどが議会選
挙では比例代表制を採用している。Dahl, On Democracy, p. 138
(45) Dahl, On Democracy, pp. 134135.
てしまう。ことに大統領の政党と議会の多数党が異なる状況は「分割政府」
と呼ばれ, 政治の停滞を招きやすい。
(46)
大統領と議会の交渉や協議が不可欠
となる。大統領は独任制であり, 大統領一人で決定することができる。他
方, 議会では議員が集まり, 協議して決定がなされる。議会としての円滑
な意思形成のためには多数派が存在しなければならない。議会選挙の制度
としては, 小選挙区制の方が多数派を出現しやすい。比例代表制のもとで
の選挙は議会に多党制をもたらしやすく, 議会としての意思形成は困難に
なりがちである。それは大統領との交渉や協議を進めていくうえで望まし
くないことになる。
しかし, 大統領と議会がそれぞれ選挙によって選ばれる二元代表制にお
いて, 議会選挙では比例代表制が望ましいという論理も成り立つ。大統領
は国民の多数の意思により選ばれる。いわば多数派の代表である。大統領
に対抗する議会はむしろ多様な民意を代表する機関であることが望ましい
という論理である。議員が比例代表制により選ばれるならば, 議会はさま
ざまな民意が集まる機関となる。民意を反映した政治の実現という観点か
らはその方が望ましいことになる。ことに多民族・多人種国家においては,
少数民族や人種への配慮が不可欠であり, 多数派から選ばれる大統領に対
して, 議会には少数派の意見の反映が求められる。
4 望ましい選挙制度とはなにか
本稿では, 選挙の意義, 選挙活動への効果, 選挙結果の安定性と関係づ
けて望ましい選挙制度を検討してきた。選挙の 3 つの意義からは, まず
政権担当者の選出については小選挙区制が優れているとよくいわれるが,
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(46) 分割政府状況において必ずしも政治の停滞を招かないとの指摘もある。
David Mayhew, Divided We Govern (Yale University Press, 1991).
ドイツのように比例代表制においても阻止条項を設けることにより, 安定
した政権政党を選出することが可能になる。また, イタリア議会の現行選
挙制度は比例代表制であるが, 最多得票をえた政党あるいは政党連合が過
半数議席を獲得しなかった場合, プレミアムがあたえられ, 過半数議席を
確保するルールが設けられている。それは比例代表制のもとで多数党をつ
くりだすしくみといえる。民意の反映ということからは比例代表制が優れ
ているとされるが, 比例代表制のもとでは過半数を制する政党がうまれず,
連立政権がしばしば登場する。連立交渉にさいして, 選挙のさいのマニフェ
ストの変更や修正を余儀なくされる。それは選挙での民意に反することに
ならないであろうか。政治家の業績評価ということでは選挙民が候補者個
人の当落を決定できる小選挙区制の方が優れているように思われる。しか
し, 比例代表制においても政党名簿に掲載された候補者を選ぶことのでき
る非拘束名簿式であるならば, 選挙民が当落を決めることができる。混合
制においては, 先にも述べたように, 小選挙区制と比例代表制の両者の特
徴が現れるが, その現れ方は定数配分の割合により異なる。日本の小選挙
区比例代表並立制は小選挙区に比重をおいており, その特徴的傾向が現れ
やすいといえる。このように考えていくと, 選挙の意義という観点からは
いずれの選挙制度がより望ましいかの決定的差はみられないことになる。
選挙活動への効果という観点からはどうか。政策本位の選挙やカネのか
からない選挙の実現のためには, いずれの選挙制度がふさわしいのか。小
選挙区制を採用するイギリスの選挙では, 党首を先頭にマニフェストを掲
げて選挙戦が展開される。比例代表制のドイツの選挙でもマニフェストが
重視される。首相候補を全面にたてて, 選挙戦が展開される。イギリスで
は各選挙区での選挙費用は厳しく制限されており, それに違反した場合,
重い罰則が課せられる。その一方で, 政党全体としてはマスメディア等を
利用した華々しい選挙戦がくりひろげられるので, 必ずしもカネのかから
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ない選挙とはなっていない。比例代表制のドイツでも, 政党の選挙活動に
カネがかかることから, 政治資金問題がしばしば発生した。その防止策と
して, 政治献金の規制強化とともに政党への国庫助成が拡充されている｡
(47)
投票率については, 選挙制度の違いにかかわらず共通してみられる近年
の低下傾向が問題である。イギリスでは2000年代に入り, 顕著に低下し
ている。ドイツでも再統一後の低下が続いている。日本も小選挙区比例代
表並立制導入後の低下は明らかである。これらは投票率低下が選挙制度の
影響というよりは他の要因によるものであることを示唆している。政治不
信, 政治的無関心, 政治的有効性感覚の衰退などがあるのではないか。
1990年代後半における日本, イギリス, ドイツをふくむ先進 8 か国の民
主主義の状態の実証的比較研究を実施したロバート・パットナムは, 選挙,
政党, 組合, 教会への参加の減退が共通してみられるとし, 社会への信頼
の低下と関係しているのもしれないと述べている。
(48)
政党活動と選挙制度の関係はどうか。すでに論じたように, 政治学の近
年の研究から, 選挙制度と政党の数には一定の関係がみられる。けれども,
政党活動の活発度などの質的側面については選挙制度がどのように関係す
るのかはかならずしも明白ではない。党首の選任や党首のリーダーシップ
と選挙制度の関係はあるのであろうか。むしろ今後の研究課題ともいえる。
選挙結果の安定性と選挙制度にはどのような関係があるのか。選挙制度
が選挙民に受け入れられ, 維持されるためには, 一定のコストが必要であ
る。小選挙区制においては定期的区割り必要であり, これを怠ると一票の
不平等が発生し, 選挙制度への不信をもたらす。比例代表制においては区
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(47) ドイツにおける政党助成制度については, 前掲『比較・選挙政治』,
134136ページを参照。
(48) ロバート・パットナム著・猪口孝訳『流動化する民主主義』(ミネル
ヴァ書房, 2013年), 757ページ。
割りの必要はない。定期的区割りは小選挙区制という制度維持に必要なコ
ストである。投票選択のコストはどうか。投票選択にさいしては情報が必
要であるが, 小選挙区制と比較して比例代表制の方がより多い情報量を必
要とする。投票選択のコストは比例代表制の方が相対的に高いといえる。
混合制は小選挙区制維持のコストとしての定期的区割りを必要とするとと
もに, 小選挙区選挙と比例代表選挙の両方の投票コストがかかることから,
コストの高い選挙制度になる。
統治制度との関係において望ましい選挙制度はどのようであろうか。激
しい内戦や厳しい分断の終結後, あらたに成立した政府においては諸勢力
間の融和がなにより重要であり, 選挙制度としては比例代表制が好ましい
とされる。時間が経過し安定化が進むならば, 強力な政権党の出現による
政治も可能になり, そこでは小選挙区制が選択肢としてありうる。小選挙
区制を採用するか, 比例代表制を採用するかをめぐり激しい対立が生ずる
場合, 折衷的制度として混合制は有力な選択肢となる。対立を融和し, 混
乱を回避する効果を有する。選挙制度の選択は成立する政府の背景や前提
となる社会状況に左右されるところがある。
議院内閣制においては小選挙区制が望ましいのか, それとも比例代表制
がよいのか。政権の形成や安定性ということでは小選挙区性の方が適して
いるといえる。しかし, 比例代表制においても阻止条項などにより小党乱
立を防止し, 安定した政党制を維持することは可能である。大統領制にお
いては, 多数派の代表である大統領に対して, 議会は多様な民意の代表で
あることが望ましい。しかし, そのことは両者の対立を招き, 政治的不安
定を招きやすいことにもなる。
以上の検討から, 小選挙区制, 比例代表制, 混合制のいずれの選挙制度
が望ましいのかという問いへの決定的な解答は出てこないといわざるをえ
ない。選挙の意義, 選挙活動への効果, 選挙結果の安定性との関係からは,
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いずれかが普遍的に最善の制度と断言することはできない。むしろ制度と
しては決定的な差はないのである。しかし, これでは本稿の問題提起への
解答になっていないことは明らかである。
筆者がここで提起したいのは, これまでの検討から普遍的に適用できる
最善の選挙制度あるいは完璧な選挙制度は存在しないということであり,
それぞれの選挙制度の特質や問題点をふまえて制度選択をする必要がある
ということである。望ましい選挙制度を考えるうえでとりあげた選挙の意
義の実現, 選挙活動への効果, 選挙結果の安定性との関係について言えば,
選挙制度自体の問題ではなく, 別個の制度的課題としてとらえ, より望ま
しい制度に向けての環境や条件整備に関わることとして考えるべきである。
ドイツでは一貫して比例代表制が採用されていると述べたが, その内容
はかなり変化している。ワイマール共和国時代の純正比例代表制の失敗の
経験から, 戦後西ドイツでは小党乱立防止のために「阻止条項」が設けら
れ, 効果を発揮している。また, 候補者を選ぶことのできる選挙制度とし
て小選挙区制を併用するしくみを導入し, 議席総数の半数は小選挙区から
選ばれる。選挙や政治活動に一定のカネのかかる現実をふまえて早くより
政党助成制度も実施している。
これらは比例代表制というドイツ選挙制度の骨格を維持しつつ, 選挙の
意義の実現, 選挙活動への効果, 統治制度との関係においてより望ましい
ものとしていくための環境や条件整備にほかならない。それらの努力によ
り, 狭い意味での選挙制度, すなわち個々の投票を議席に変換するしくみ
をふくむ選挙制度のシステムをより望ましいものとしていくことがめざさ
れている。とはいえ, 阻止条項は民意の反映からは問題点もはらんでいる。
5％未満の民意は議席に反映されないからである。普遍的に適用できる望
ましいルールかどうか議論のあるところである。先にも述べた内戦状態や
分断国家においては望ましくないルールといえる｡ 5 ％阻止条項はドイ
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ツの実情をふまえた改革・改善努力なのである。
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On the Desirable Electoral System
Toshimasa MORIWAKI
In the 1994 electoral reform law Japan had chosen single member district
system (SMD) with proportional representation (PR) in place of multi-
member district system (MMD). Since then Japan has experienced seven
general elections in this system. But this system has been frequently
criticized from various perspectives. Is there any alternative or the other
better system? Or what is the desirable electoral system? In this paper I
examine three types of electoral system, namely SMD, PR, and Mixed
System from the standpoint of the purposes of election, fair and effective
election activities and stability of election results. Finally I discuss the
desirable electoral system. This article consists of the following sections.
Introduction
1 Purposes of Election and Electoral Systems
2 Election Activities and Electoral Systems
3 Stability of Election Results and Electoral Systems
4 Conclusion : What is the Desirable Electoral System?
